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2026年７月 10日 

各 位 

会 社 名 株式会社フジクラ 

代表者名 代表取締役社長 CEO 岡田 直樹 

 （コード番号：5803 東証プライム市場） 

問合せ先 執行役員 経営企画室長 浜砂 徹 

 （TEL．03－5606－1112） 

 

特定子会社の異動（持分譲渡）に関するお知らせ 

 

 

当社は、当社及び当社の完全子会社である藤倉（中国）有限公司が保有する藤倉烽火光電材料科技有限公司

（以下、「対象会社」といいます。）の出資持分（合計持分比率 60％）の全部を、烽火通信科技股份有限公司（以

下、「共同出資者」といいます。）に譲渡すること（以下、「本持分譲渡」といいます。）を本日決定いたしまし

たので、下記のとおり、お知らせいたします。 

なお、本持分譲渡の完了により、対象会社は当社の連結子会社及び特定子会社に該当しないこととなる予定

です。 

 

記 

 

１．異動の理由及び方法 

当社及び共同出資者は、当該合弁事業は一定の役割を終えたとの共通認識に至ったことから、本持分譲渡

に合意いたしました。 

 

２．異動する特定子会社の概要 

（１） 名 称 藤倉烽火光電材料科技有限公司 

（２） 所 在 地 中国湖北省武漢市東湖開発区鳳凰山産業園鳳凰中路２号 

（３） 代表者の役職・氏名 董事兼経理 鈴木 孝昭 

（４） 事 業 内 容 光ファイバ用母材の研究開発、製造及び販売 

（５） 資 本 金 90百万 USD 

（６） 設 立 年 月 日 2009年５月８日 

（７） 大株主及び持株比率 

当社 40％ 

藤倉（中国）有限公司（当社完全子会社） 20％ 

烽火通信科技股份有限公司 40％ 

（８） 
上場会社と対象会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 当社の連結子会社です。 

人 的 関 係 

当社から董事長、董事 1名、監事 1名、及び従業員 4

名、当社完全子会社である藤倉（中国）有限公司から

董事 1名、及び従業員 1名を派遣（兼務）。 

取 引 関 係 対象会社が当社から設備部品等を購入しております。 

（９） 対象会社の最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：百万人民元） 

決算期 2023年 12月期 2024年 12月期 2025年 12月期 

 純 資 産 977.2 790.6 833.7 

 総 資 産 1,039.0 840.6 872.8 
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 売 上 高 439.5 359.0 338.1 

 営 業 利 益 40.7 17.3 21.5 

 経 常 利 益 48.0 1.5 30.5 

 当 期 純 利 益 48.0 1.5 44.1 

 

３．本持分譲渡の相手先の概要 

（１） 名 称 烽火通信科技股份有限公司 

（２） 所 在 地 中国湖北省武漢市東湖開発区高新四路６号 

（３） 代表者の役職・氏名 董事長 藍 海 

（４） 事 業 内 容 
光ファイバ通信技術等の研究開発、光ファイバ・光ケーブル等の設計、

製造及び販売等 

（５） 資 本 金 1,358.17百万人民元 

（６） 設 立 年 月 日 1999年 12月 25日 

（７） 直前事業年度の純資産 19,111.32百万人民元（連結） 

（８） 直前事業年度の総資産 47,181.98百万人民元 

（９） 大株主及び持株比率 

烽火科技集団有限公司  36.38％ 

中国信息通信科技集団有限公司 6.37％ 

香港中央結算有限公司  1.44％ 

北京行動天地電子科技有限公司 1.4％ 

招商銀行有限公司 

－永贏ハイエンド設備スマートセレクト混合型発起式証券投資ファン

ド                           1.13％ 

（10） 
上場会社と当該会社と

の間の関係 

資 本 関 係 該当なし 

人 的 関 係 該当なし 

取 引 関 係 該当なし 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当なし 

 

４．本持分譲渡前後の持分比率の状況 

 株式会社フジクラ（当社） 藤倉（中国）有限公司 

（１） 異動前の持分比率 40％ 20％ 

（２） 譲 渡 持 分 比 率 40％ 20％ 

（３） 譲 渡 価 額 
333.49百万人民元 

（約 7,971.65百万円） 

166.75百万人民元 

（約 3,985.83百万円） 

（４） 異動後の持分比率 ０％ ０％ 

 

５．日 程 

（１） 契 約 締 結 日 2026年７月 10日 

（２） 持 分 譲 渡 実 行 日 2026年９月下旬（予定） 

 

６．今後の見通し 

本持分譲渡による当社連結損益への影響は軽微です。今後開示が必要な事項が発生した場合は、速やかに

適時開示を実施いたします。 

以 上 


